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１　はじめに――反社問題の背景
　近時、事業者による「反社会的勢力」（以下では「反社」とよぶ。）への「利益供与」（以下では「反社
問題」とよぶ。）が問題となっている。たとえば、銀行がグループ会社である信販会社を経由して反
社に融資していた問題が明らかとなっている。販売店において商品を購入した顧客がローンを申し
込んだのを受けて、信販会社がローンの審査を行い、その結果を銀行に提供し、融資の保証を行っ
たところ、銀行が融資に応じた事案である。ところが、そのローンを利用した顧客のなかに反社が
含まれており、行政処分にまで発展している（いわゆる提携ローンの事案）。また、信用保証協会の保
証を受けてなされた中小企業への融資の事案においても類似の問題が生じており、すでに裁判上の
紛争となっている（後述３）。
　それでは、反社問題に適切に対応するにはなにが必要となるのだろうか。取引相手が反社に該当
するかどうかを、金融機関はまずキャッチする必要があるのではないか。そのためには、金融機関
は反社かどうかを適切に審査できなければならない。もし取引開始前における適切な審査が可能と
なれば、反社問題を事前に食い止めることができる。それが実現できれば、取引開始後における顧
客の監視・再調査も可能となるはずである（後述２②）。
　そうだとすると、適切な反社審査を確保するには、信頼できる判定基準がなければならない。そ
のためには、反社とはなにかが明らかにされる必要がある。反社の定義が可能となれば、反社の範
囲・外延を絞り込むことができ、各金融機関はデータベースに反社に該当する個人・集団を登録す
ることができるようになるはずである。しかし現状において、それはどこまで可能なのだろうか。
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２　問題点と対応
①　契約締結段階における審査
　「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（犯罪対策閣僚幹事会申合せ（政府指針・平成
19年６月19日））（http://www.moj.go.jp/keiji_keiji42.jtml（平成26年５月時点））によると、「暴力、威力と詐欺
的手法を駆使して経済的利益を追求する集団または個人である『反社会的勢力』をとらえるに際し
ては、暴力団、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴
力集団等といった属性要件に着目するとともに、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要
求といった行為要件にも着目することが重要である。」とされる（なお、独立行政法人中小企業基盤整備
機構反社会的勢力対応規定第２条による反社の定義も概ね同様である（http://www.smrj.go.jp/kikou/policy/069486.
html（平成26年５月時点）。）。しかし、政府指針は反社概念に含まれる属性を述べるにとどまる。反社
についての明確な定義がないとすれば、各金融機関は、政府指針の趣旨に則って、その業態・取引
の性質に応じて定義を行わなければならないことになる。そうだとすると、金融機関によって異な
る審査基準が採用される可能性がある。
　たとえば、A金融機関が反社の範囲を絞り込む基準を採用する場合が考えられる。政府指針にし
たがって、暴力団、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ等といった属性要件に着目する
とともに暴力的な要求行為にも着目して反社概念を定義し、保有する反社関係の情報の中から客観
的な根拠のあるものを反社としてデータベース化するような場合である。この場合、反社と認定さ
れる範囲は狭くなるため、結果的にA金融機関との取引に反社が潜り込む可能性がやや高まる。し
かし、その基準の内容および審査方法が先の指針等の趣旨にしたがったものであれば、たとえ契約
締結段階において反社を排除できなかったとしても、そのことが直ちに問題になるとまではいえな
いと思われる。
　これに対して、Ｂ金融機関が反社の属性要件を緩やかに解する基準を採用する場合も考えられる。
この場合は、反社と認定される範囲が広くなる。そのため、実際には反社でない者まで反社と認定
され排除されてしまうおそれがある。裏付けが十分でないにもかかわらず、反社の疑いがあるとい
うだけで融資等の申込みを拒否することが許されるか。さらに、預金契約の継続拒否までできるか。
自動継続義務の問題と連動する。銀行業務の公共性にかんがみると（銀行１条）、慎重な判断が求め
られる。
②　反社取引の放置
　金融機関は、契約締結段階での審査において反社であるとの情報が得られない場合でも、顧客の
監視・調査を継続することが求められると解される。
　取引開始後の再調査の結果、反社ではないかという疑いが生じる場合が考えられる。その場合、
反社の疑いが生じた時点において、適切な対応が求められるはずである。もっとも、反社の疑いが
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若干あるにとどまる段階においては、直ちに取引関係を解消することはできないと解される。そう
だとすると、反社を裏付ける根拠を補強する作業が必要となる。各金融機関の尽力では一定の限界
があるとすれば、反社に関する信頼のできる共通のデータバンクが構築され（警察・証券業界のデー
タとの接続問題も関係する。）、業務上必要な範囲で反社情報の提供を受けることが可能であることが望
まれる（ただし、反社情報の提供について個人情報保護法の問題が残る（個人情報23条）。）。次に、取引関係の
監視・調査を継続する過程において、顧客が反社であることが極めて濃厚となった場合、または反
社であることが明らかとなった場合はどうか。金融機関は、その時点で放置することなく、取引関
係の解消等の適切な対応をとる必要があると解される。もっとも、契約の解消等を行うためには、
その法的根拠が必要となる。金融機関が、契約の締結に際して、反社取引を排除する旨の条項を設
定している場合（近時の取引等）またはその旨の説明・確認を行った場合には、顧客が反社である旨
を沈黙していたことまたは不実の告知をしたこと等に基づいて契約の解消を求めることができるの
ではないかと解される（なお、反社排除条項導入前に成立した取引も残っているとすればその法的対応が必要と
なる。）。もし金融機関が反社取引の存在を認識しまたは認識可能であるにもかかわらず、取引関係
の解消等の適切な対応をとることなく放置すれば、行政処分や取締役の責任等にも及ぶ可能性ある。
３　法的紛争の現状――近時の裁判例から
　近時、特別法・条例・政府指針・契約条項の導入、またコンプライアンス意識の向上等を通じて、
反社との関係遮断のための取組みが進みつつある。そのような状況にあって、反社問題をめぐる裁
判例が複数報告されている（①神戸姫路支判平24・６・29（金法1978号132頁、金判1396号35頁）（亀井洋一・
銀法750号46頁、古川純平・銀法753号58頁、浅井弘章・銀法756号45頁（判研）、井藤公量・岡山大学法科大学院臨床
法務研究12号１頁（論説））、②大阪高判平25・３・22（金法1978号116頁、金判1415号16頁）（①判決の控訴審）（中
村也寸志・金法1979号６頁、森原憲司・銀法758号１頁、浅井弘章・銀法758号58頁（判研等）、井藤・前掲誌１頁）、
③東京地判平25・４・23（金法1975号94頁、金判1422号52頁）、④東京地判平25・４・24（判時2193号28頁、金法
1975号105頁、金判1421号36頁）（田路至弘他・商事2007号65頁（判研））、⑤東京高判平25・10・31（金判1429号21頁）
（③判決の控訴審）等）。
　これらの裁判例の「特徴」を概観すると、いずれも信用保証協会による保証契約をめぐる紛争で
ある。信用保証協会が主たる債務者が反社であることを知らずに信用保証契約を締結したところ、
その保証契約について「錯誤」無効の成否等が争われている（なお、②判決は、いわゆる「協会斡旋保証」
（信用保証協会が融資・信用保証の適否を第一次的に審査した上で金融機関に融資を斡旋する保証）については、信
用保証契約における主たる債務者が反社であった場合において金融機関に対して保証契約の錯誤無効を主張すること
が「信義則」により一部（１/２）の範囲で許されないとする（原審・①判決との違い）（錯誤無効を排斥する割合は
問題として残る。協会の重過失が問われる場合も問題となる（斡旋型）。）。協会斡旋型の保証は実務では非常に少な
く（地域によるが約１%（岡山））、②判決は今後の類似の紛争の解決に参考となる事例判決である。）。また、これ
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らの裁判例は反社との関係が直接に問題とされた事例ではなく、金融機関と信用保証協会との間に
おいて「間接的」に問題とされた事例である（もっとも、反社が当事者となった裁判例が近時報告されつつ
ある（顧客が反社であることを理由に証券会社が信用取引を解約した事例（東京地判平24・12・14（銀法760号４頁））、
請負契約の注文者が反社であるとして錯誤を理由に契約の無効が争われた事例（東京地判平24・12・21（金判1421号
48頁）））。裁判例（①～⑤）は、反社との関係遮断が公然と掲げられるようになった「後」（平成20年
~22年頃）の取引をめぐる紛争である。
　そこで次に、これらの裁判例の「内容」を概観する。まず、①判決は、「反社会的勢力排除は社
会全体の流れであり、その流れの中で行われていた関係遮断の取組みの一つである被告が反社会的
勢力について保証しないことは、少なくとも被告と取引関係にある金融機関には広く表明されてい
たと考えられる」「原告は、被告が反社会的勢力について保証しないことを当然認識していたとい
える。そうすると、たとえ被告が本件保証契約に際し甲野が反社会的勢力でないので保証するとい
う動機を明示的に表示したことがなくとも、かかる動機は、本件保証契約の当然の前提となってい
た、又は、黙示に表示されていたというべきである。」とし、「一般の取引通念に照らして、被告は、
甲野が反社会的勢力であることを認識していれば保証することはなかったといえる。よって、甲野
が反社会的勢力であったことは、要素の錯誤であると認められる。」とする。次に、②判決（①判決
の控訴審）は、「被控訴人が信用保証を行うに際し、被保証者が反社会的勢力でないことは当然の前
提となっているものというべきであり、本件各信用保証の相手方である控訴人においても、十分認
識しているものである。」「被控訴人は、甲野が反社会的勢力であることを知らずに本件各信用保証
をしたのであるから、本件各信用保証は要素の錯誤があったものと認められ、無効というべきであ
る。」とする。また、③判決は、「本件各保証が行われた当時、主債務者が反社会的勢力関連企業で
あることが判明していれば、被告において信用保証することはなかったことが明らかである。そし
て、原告においても、本件指針の公表後は、そのことは当然に認識可能であったと考えられるから、
『主債務者が反社会的勢力関連企業でないこと』は、本件各保証に係る法律行為の要素であったと
いうべきである。」とする。さらに、⑤判決（③判決の控訴審）は、「反社会的勢力との関係遮断が強
く求められていることはいうまでもなく、仮に結果的にせよ反社会的勢力が信用保証協会制度を利
用することができるとすると、その資金需要を公的資金でもって担保することに繋がり、社会正義
の理念に悖る結果を招来するということもできることになる。」「信用保証協会制度の利用に当たっ
ては、融資や信用保証を申し込む者が反社会的勢力でないことが当然の前提になっていて、そのこ
と自体は金融機関である控訴人にとって十分に認識していた事柄であるというべきである。した
がって、控訴人の主張をしん酌しても、本件各保証が要素の錯誤により無効であるとの結論を左右
しない。」とする。　
　これに対して、④判決は、「保証契約は、特定の主たる債務を保証することを内容とする契約で
あるところ、被告が、本件各貸付けに係る各債務を主債務として、これを保証する意思で本件各保
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証契約に係る意思表示をしたことは明らかであって、（中略）A社が反社会的勢力関連企業でない
ことが保証契約の重要な内容であったということはできない。」「主債権者であるA社が反社会的勢
力関連企業であるか否かは、被告において保証契約を締結するか否かを決定するに当たっての重要
な事項であった」「本件監督指針は、行政機関の信用保証協会に対する監督上の指針であるから、
これに規定されている事項が、直ちに被告と原告との間の契約内容となるものではなく」「主債務
者が反社会的勢力関連企業でないことなどの主債務者の属性を契約内容とするかについては、あく
までも契約当事者間の合意に委ねられているというべきである。」「原告と被告との間においては、
保証契約の締結までに主債務者が反社会的勢力関連企業であることが判明した場合には、保証契約
を締結しないことが当然の前提となっていたといっても、それは、いわば共通の行為規範を有して
いたにとどまるというべきであって、保証契約の締結後に主債務者が反社会的勢力関連企業である
ことが判明した場合の保証契約の効力については、共通の理解が形成されておらず、この点におい
て、主債務者であるA社が反社会的勢力関連企業でないことが合意の内容となっていたと認めるこ
とはできない。」とし、本件各保証契約が要素の錯誤により無効となることはないとする。
　これらの裁判例は、反社との関係遮断が公然と掲げられるようになった「後」の取引をめぐる紛
争例である。反社との関係遮断の取り組みは信用保証協会と金融機関では広く表明されており、し
たがって、主たる債務者が反社でないことは「当然の前提」となっていたとする（特に①②⑤判決の
表現（③判決は「法律行為の要素であった」とする（同旨）。結論の異なる④判決も「重要な事項であった」ことを
認める。）。主たる債務者が反社でないことが当然の前提であったとすれば、保証契約が錯誤により
無効となると認定される方向に向かうのではないか。実際、①②③⑤判決は錯誤無効の主張を認容
している。
　もっとも、その「法律構成」は一様ではない。①判決は、反社でないので保証するという動機が
保証契約の当然の前提となっていたまたは黙示に表示されていたとして、動機の錯誤論から要素の
錯誤を肯定している（動機の錯誤が争点（抗弁・再抗弁））。②⑤判決は、その当然の前提について相手
方も認識していたとして、錯誤無効を肯定している（共通錯誤的な口吻）（③判決は相手方の認識可能性を
挙げる。）。これに対して、④判決は、保証契約の締結までに主たる債務者が反社であることが判明
した場合には、保証契約を締結しないことが当然の前提となっていたと認めながら、反社でないこ
とが合意の内容になっていなかったとして、錯誤無効の主張を排斥している（合意内容化を重視）（④
判決は、保証契約は主たる債務を保証する内容の契約であると位置付け、主たる債務者の属性は保証契約の重要な内
容ではないとする。もっとも、その結論の妥当性については問題が残る（中村・前掲誌11頁は、要素の錯誤について
の一般的な理解に反して錯誤無効を認めないことについては疑問があるとする。））。
　次に、保証契約の締結後に主たる債務者が反社であることが分かった場合の保証契約の「効力」
について、④判決は、共通の理解が形成されていないとし、取引当事者の合意に委ねている。これ
に対して、⑤判決は、反社との関係遮断が強く求められているとし、反社が信用保証協会制度を利
「臨床法務研究」第13号
－134－
用することができるとすると「正義」の理念に背くことになるとする。⑤判決によれば、錯誤無効
の枠組みを越えて、反社取引の無効に踏み込む方向に向かうのではないかと思われる（公序良俗・信
義則等）。
